
○犯罪被害者等早期援助団体連携要領の制定について
平成19年３月30日
道本務第772号

／警察本部各部、所属の長／警察学校長／各方面本部長／各警察署長／あて
この度、犯罪被害者等給付金の支給等に関する法律（昭和55年法律第36号）第23

条第１項の規定に基づき、平成19年３月30日付けで北海道公安委員会から犯罪被害者等早
期援助団体として社団法人北海道家庭生活総合カウンセリングセンターが指定されたこと
に伴い、新たに別添のとおり「犯罪被害者等早期援助団体連携要領」を制定し、平成19年
３月30日から実施することとしたので、所属職員に周知徹底の上、その趣旨を踏まえた効
果的な運用に努められたい。
別添

犯罪被害者等早期援助団体連携要領
１ 趣旨

この要領は、被害者対策の適正かつ効果的な推進を図るため、犯罪被害者等早期援助
（ 「 」 。） 。団体 以下 早期援助団体 という との連携に関し必要な事項を定めるものとする

２ 用語の定義
この要領における用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。

(1) 早期援助団体
犯罪行為（犯罪被害者等給付金の支給等に関する法律（昭和55年法律第36号。以下

「犯給法」という ）第２条第１項に規定する犯罪行為をいう。以下同じ ）の発生後。 。
速やかに被害者等（犯給法第22条第１項に規定する被害者等をいう。以下同じ ）を。
援助することにより、犯罪被害（犯給法第２条第１項に規定する犯罪被害をいう。以
下同じ ）及び犯罪行為により不慮の死を遂げた者の遺族が受けた心身の被害（以下。
「犯罪被害等」という ）の早期の軽減に資することを目的として設立された営利を。
目的としない法人であって、犯給法第23条第１項の規定に基づき、都道府県公安委員
会から公的認証を与えられた団体をいう。

(2) 被害者情報
早期援助団体の求めに応じ、被害者等の同意を得た上で提供する被害者等の氏名、

住所その他犯罪の被害に係る概要に関する情報をいう。
(3) 情報提供事務担当者

警察署の被害者支援係長で早期援助団体に対する被害者情報の提供等に係る事務処
理にあたる者をいう。

(4) 情報受理担当者
早期援助団体において被害者情報を受理し得る者として、指定した者をいう。

３ 早期援助団体に対する被害者情報の提供
(1) 被害者情報の提供

早期援助団体に対する被害者情報の提供は、警察本部警務課長（以下「警務課長」
という ）が行うものとする。。

(2) 被害者情報の内容
早期援助団体に提供する被害者情報の内容は、個人情報である被害者等の住所、氏



、 、 、 、名 年齢 性別及び連絡先並びに当該犯罪の被害の概要である被害の発生日時 場所
被害程度の内容等であるが、具体的には被害者が希望する支援の内容等によって異な
ることから、次の事項を勘案しながら、個別に判断するものとする。この場合におい
て、提供する被害者情報の内容は、捜査その他の警察の事務若しくは公判に支障を及
ぼし、又は関係者の名誉その他権利利益を不当に侵害するおそれのあるものを含まな
いものとする。
ア 被害者等が、被害の概要を自ら繰り返し説明することにより受ける精神的負担を
軽減するために必要であること。

イ 早期援助団体が必要な被害者支援の内容、体制等を判断するために必要であるこ
と。

ウ 早期援助団体が被害者等と連絡を取るために必要であること。
(3) 被害者情報の提供に伴う被害者等への説明

警察署長は、被害者の被害の状況、被害者等の心身の状態等から早期援助団体によ
る支援の必要性を認めた場合又は早期援助団体が支援を行うことが効果的であると認
めた場合は、被害者等に対して次の事項を確実に説明するものとする。この場合にお
いて、被害者等が少年のときは、保護者等に説明するものとする。
ア 当該早期援助団体が行っている支援（援助事業）の具体的内容に関すること。
イ 当該早期援助団体が都道府県公安委員会から公的認証を与えられた法人であり、
犯給法により、当該団体の役員及び職員には守秘義務が課せられていること。

ウ 当該早期援助団体への被害者情報の提供は、被害の概要を繰り返し説明すること
に伴う被害者等の精神的負担の軽減にあること及び早期援助団体が被害発生後の早
い段階から必要な支援を能動的に行えるようにするためであること。

(4) 被害者等からの同意の確保
早期援助団体に被害者情報を提供する場合は、被害者等からの明示の同意が必要で

あることから、被害者等から同意を得る場合は次により措置するものとする。
ア 警察署長は、原則として被害者等から同意書（別記第１号様式）を徴すること。
この場合において、被害者等の心身の状態等から同意書を徴することが困難と認め
られるときは、口頭による同意であっても差し支えないものとするが、同意を得た
経過を確実に記録化すること。

イ 警察署長は、同一の被害者等に関する被害者情報を追加して早期援助団体に提供
する場合は、その都度、当該被害者等の同意を得ること。

(5) 被害者等の同意が得られた場合の措置
被害者等から早期援助団体に被害者情報を提供することの同意が得られた場合は、

次により措置するものとする。
ア 被害者情報の提供に関する警察署長の承認

、 、情報提供事務担当者は 当該被害者等に係る被害者情報を提供することについて
被害者情報提供簿（別記第２号様式。以下「情報提供簿」という ）により警察署。
長に報告し、承認を受けるものとする。

イ 情報提供簿の送付
情報提供事務担当者は、警察署長が前記アの規定により承認した場合は、速やか



に警務課長（札幌方面以外の警察署にあっては、当該方面本部の警務課を経由）に
対して当該情報提供簿の写しを送付するものとする。

(6) 早期援助団体に対する被害者情報の提供の方法
警務課長は、警察署長から送付を受けた情報提供簿の内容を審査した上、早期援助

団体の情報受理担当者に対し、口頭により当該被害者情報を提供すること。
４ 早期援助団体における支援状況の把握
(1) 支援状況等の確認と記録

警務課長は、早期援助団体に被害者情報を提供した場合は、随時、当該被害者情報
に係る被害者等への支援状況等を確認し、その内容を当該被害者情報の提供元の警察
署長に連絡するものとする。この場合において、警察署長は、連絡の内容を情報提供
簿の早期援助団体の援助の経過の欄に確実に記載するものとする。

(2) 他の都府県警察から提供を受けた被害者情報に基づく支援状況の把握
警務課長は、北海道公安委員会から指定を受けた早期援助団体が、他の都府県警察

から被害者情報の提供を受けた場合は、その内容及び支援状況の把握に努めるととも
に、必要な便宜供与に配慮するものとする。

５ 早期援助団体に対する協力
（ 。） （ 「 」 。）警務課長 方面本部の警務課長を含む 及び警察署長 以下 警察署長等 という

は、早期援助団体の相談業務等の円滑な運営を図るため、警察職員の派遣等による犯罪
被害給付制度の説明、申請補助を行う上での留意点の教示、防犯グッズ等に関する知識
又は技術の提供、早期援助団体の行事の後援、警察施設へのパンフレットの備付け、警
察広報紙への掲載、警察施設の利用等の便宜供与に配慮するものとする。

６ 報告
警察署長等は、次の事項について速やかに警察本部長（札幌方面以外にあっては、当

該方面本部長を経由）に報告するものとする。
(1) 早期援助団体から、被害者情報を提供した被害者等の支援に関し、協力要請があっ
たとき又は支援活動を終了した旨の連絡を受けたとき。

(2) 早期援助団体の支援に対する被害者等からの謝意、苦情等を把握したとき。
(3) 早期援助団体から、被害者支援に関する知識、技術の提供等便宜供与の要請があっ
たとき。

(4) 早期援助団体が行う被害者支援活動に関し、参考となる事項を把握したとき。
７ その他

この要領の運用に関し疑義が生じた場合は、警務課長と協議の上、措置するものとす
る。
※別記様式省略


